
出願人の手続です。赤枠：
青枠： 現地特許庁の手続です。

この手続には国内費用と現地費用の両方が発生します。
なお、費用は改正されることがあります。

¥
¥国内費用：

現地費用：

(注) 特許権の維持には毎年特許料の納付が必要です。
第２年目以降の特許料は漸次増額します。

特許出願 優先日（日本出願日）から１年以内（３１月（ＰＣＴ））

平成３０（２０１８）年３月１日現在

不服

拒絶査定 特許査定

出願公開

出願維持手数料

優先日から１年半

出願から４年目以降に必要
納付しないと出願は失効

出願審査請求 出願日から５年以内／指令日から２月以内

審査

¥現地費用：
¥国内費用：

拒絶理由通知

意見書
・補正書

訴訟

２１日以内（連邦裁判所へ）

最初の拒絶理由通知の発行日から１年

延長不可

アクセプタンス期間

特許可能な状態になっていないと失効

出願公告

特許料納付

異議申立

現地費用：
国内費用：

¥
¥

¥現地費用：
¥国内費用：

公告日から３月以内

公告日から３月以内

特許権付与 公告後３月～６月で付与される。
満了日：出願日から２０年まで

¥現地費用：
¥国内費用：

〇標準特許：審査あり。存続期間：出願から２０年

存続期間：出願から８年。クレーム最大５つ
〇イノベーション特許：無審査。

〇追加特許：出願されている主発明の改良又は変更
存続期間：主発明の存続期間と同一。

オーストラリア特許


